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(連結注記表)

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数………14社

日邦メカトロニクス株式会社

日邦メタルテック株式会社

日邦メカトロニクス広島株式会社

NIPPO MECHATRONICS (THAILAND) CO.,LTD.

NK MECHATRONICS CO.,LTD.

NIPPO GLOBAL MANAGEMENT CO.,LTD.

NIPPO MECHATRONICS (M) SDN.BHD.

NIPPO MECHATRONICS (VIETNAM) CO.,LTD.

NIPPO METAL TECH PHILS.,INC.

PT. NIPPO MECHATRONICS INDONESIA

FNA MECHATRONICS MEXICO S.A. de C.V.

NIPPO (HONG KONG) LTD.

NIPPO (SHANG HAI) LTD.

日邦精密工業(深セン)有限公司

　2. 持分法の適用に関する事項

　 持分法適用関連会社の数………なし

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

国内連結子会社の事業年度末日は、連結決算日と一致し、在外連結子会社の

事業年度末日は、12月末日となっております。

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。
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　4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

② た な 卸 資 産

商 品…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、先入

先出法による原価法）

製 品 ・ 仕 掛 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、総平均

法による低価法）

原 材 料…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）(ただし、一部の在外連結子会社は、先入

先出法による原価法又は総平均法による低価法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産…当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、

1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物は定額法）を採用し、在外連結子会社

は主として定額法を採用しております。

(リース資産を除く)

② 無 形 固 定 資 産…定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

(リース資産を除く)

③ リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金…債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸

倒実績率による繰入額を、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金…一部の在外連結子会社を除き、従業員の賞与の支給に

充てるため、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を

計上しております。

　

(4) 退職給付に係る負債の計上基準

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、主に各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。

　

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債

は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及

び非支配株主持分に含めて計上しております。

(6) 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31

日）を当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する注記）

を記載しております。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した

項目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性

があるものは、日邦産業株式会社にて計上されている繰延税金資産資産（相殺前）

378百万円です。

繰延税金資産の帳簿価額は、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る

確実な回収可能性に基づき計上しています。

当社の繰延税金資産の回収可能性を判断するに際しては、連結貸借対照表日時

点で適用されている税制、繰越欠損金の法定繰越可能期間、外部情報源に基づく

情報及び過去実績を踏まえた事業計画等、入手可能なあらゆる証拠に基づいて将

来の課税所得を慎重に見積もり、実現可能性の高い継続的な税務計画を作成検討

し、回収可能性が低いと考えられるものについては評価性引当額を計上していま

す。主要な仮定については最善の見積りを前提としていますが、市場経済の悪化

等により予想される利益が減額される場合には繰延税金資産の全部又は一部につ

いて追加的な評価性引当額金の計上が要求される可能性がある一方、将来の予想

される利益の改善や継続した利益が計上される場合には税金費用の戻し入れを伴

う評価性引当金の取崩しが要求される可能性があります。

これら要因や変化は、評価性引当金の計上又は取崩される期間において、親会

社株主に帰属する当期純利益に影響を及ぼします。

Ⅳ．追加情報

(新型コロナウイルス感染症に関するその他の事項)

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、休業を実施したことにより支給した

休業手当等について雇用調整助成金等の特例措置の適用を受け、助成金の支給額

75百万円を販売費及び一般管理費並びに売上原価から控除しております。
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Ⅴ．連結貸借対照表に関する注記

　1. 担保提供資産及び担保提供資産に対応する債務

　 ① 担保提供資産

土 地 3百万円

投 資 有 価 証 券 16百万円

計 19百万円

　 ② 担保提供資産に対応する債務

買 掛 金 310百万円

短 期 借 入 金 1,051百万円

長 期 借 入 金 144百万円

( う ち 長 期 借 入 金 ) (75百万円)

(うち１年内返済予定の長期借入金) (69百万円)

当連結会計年度においては上記の他、定期預金６百万円を営業取引保証のた

め担保に供しています。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 13,028百万円

　3. 土地の再評価

土地の再評価に関する法律(1998年３月31日公布法律第34号)及び土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律(2001年３月31日公布法律第19号)に基づき、

事業用の土地の再評価を行っております。

なお、評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(1999年３月31日公布法律第24号)に基づき、当該再評価に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(1998年３月31日公布政令第119号)第２条第

４号に定める地価税法(1991年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した

方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額

を記載しておりません。
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Ⅵ．連結損益計算書に関する注記

　1. 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上

しております。

用途 種類 場所
減損損失
（百万円）

事業用資産等

機械装置及び運搬具
愛知県稲沢市

41

建設仮勘定 105

建物及び構築物

広島県広島市

3

機械装置及び運搬具 7

工具、器具及び備品 0

建物及び構築物

メキシコ

141

機械装置及び運搬具 9

工具、器具及び備品 5

(注) 連結損益計算書においては、302百万円が「事業整理損」に含まれております。

当社グループの減損会計適用にあたっての資産のグルーピングは、継続的に損

益の把握を実施している管理会計上の単位である事業グループで行っており、遊

休資産については、個々の物件単位でグルーピングを行っております。

広島県広島市の事業用資産等については、継続的に営業損失を計上しており、

かつ将来キャッシュ・フローの見積り総額が各資産グループの帳簿価額を下回る

ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。

愛知県稲沢市及びメキシコの事業用資産等については、事業整理損として計上

しており、「２．事業整理損」に記載しております。

なお、愛知県稲沢市及び広島県広島市の事業用資産等の回収可能価額は、使用

価値により測定しており、使用価値に関しては零として算定しております。

また、メキシコの事業用資産等の回収可能価額は、正味売却価額により測定し

ており、処分価額を基準としております。
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2. 事業整理損

当社連結子会社であるFNA MECHATRONICS MEXICO S.A.de.C.V.における製造事業

の撤退に伴い、現地において減損損失、特別退職金等を計上しております。

また、当該製造事業の撤退に伴いメキシコでの製造事業を愛知県稲沢市に移管

しましたが、その採算が見込めないことから、固定資産の減損損失等を計上して

おります。

なお、その内訳は、固定資産の減損損失302百万円、建物附属設備の取り壊し費

用94百万円、繰上返済手数料74百万円、特別退職金47百万円、その他費用35百万

円です。

Ⅶ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,127千株

　2. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度

（期首）
増加 減少

当連結会計年度
（期末）

普通株式（千株） 19 0 － 19

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 0千株

3. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 91 10.00 2020年３月31日 2020年６月25日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 91 10.00 2021年３月31日 2021年６月25日
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Ⅷ．金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、主に銀行等金

融機関からの借入により資金を調達しております。
受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理

規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式
であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）でありま
す。

2. 金融商品の時価等に関する事項
当連結会計年度末における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額(※１) 時価(※１) 差額

(１)現金及び預金 2,940 2,940 ―

(２)受取手形及び売掛金 6,401 6,401 ―

(３)電子記録債権 1,408 1,408 ―

(４)投資有価証券

　 その他有価証券 131 131 ―

(５)支払手形及び買掛金 (7,596) (7,596) ―

(６)短期借入金 (2,258) (2,258) ―

(７)長期借入金 (※２) (876) (873) △2

(８)リース債務 (※２) (566) (551) △15

(※１)負債に計上されているものは、( )で示しております。
(※２)流動負債・固定負債の合計額であります。
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(１)現金及び預金、(２)受取手形及び売掛金及び(３)電子記録債権
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(４)投資有価証券
投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

(５)支払手形及び買掛金及び(６)短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

(７)長期借入金及び(８)リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又はリース取引を行った
場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額1,196百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローが約定されておらず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上
表には含めておりません。
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Ⅸ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 987円59銭

１株当たり当期純利益 1円37銭

Ⅹ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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(個別注記表)

Ⅰ．重要な会計方針

　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び

関 連 会 社 株 式…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

　2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

原 材 料…移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

製 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）

仕 掛 品…総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）

　3. 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産…主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用してお

ります。

(リース資産を除く)

無 形 固 定 資 産…定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

(リース資産を除く)

リ ー ス 資 産…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

とする定額法を採用しております。

― 10 ―

　



　4. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金…債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

による繰入額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

賞 与 引 当 金…従業員の賞与の支給に充てるため、支給対象期間に基づく

賞与支給見込額を計上しております。

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付引当金の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付

算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

債務保証損失引当金…関係会社の債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者

の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しておりま

す。

5. 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類に

おける会計処理の方法と異なっております。

6. 消費税等の会計処理方法

税抜方式によっております。
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Ⅱ．表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号2020年３月31

日）を当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を

記載しております。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記

個別注記表に記載すべき事項は、連結注記表に記載すべき事項と同一であります。

Ⅳ．追加情報

(新型コロナウイルス感染症に関するその他の事項)

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、休業を実施したことにより支給した

休業手当等について雇用調整助成金等の特例措置の適用を受け、助成金の支給額

49百万円を販売費及び一般管理費並びに売上原価から控除しております。
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Ⅴ．貸借対照表に関する注記

　1. 担保提供資産及び担保提供資産に対応する債務

　 (1) 担保提供資産

土 地 3百万円

投 資 有 価 証 券 16百万円

計 19百万円

　 (2) 担保提供資産に対応する債務

買 掛 金 310百万円

短 期 借 入 金 1,051百万円

長 期 借 入 金 144百万円

( う ち 長 期 借 入 金 ) (75百万円)

(うち１年内返済予定の長期借入金) (69百万円)

当事業年度においては上記の他、定期預金６百万円を営業取引保証のため担

保に供しています。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 1,271百万円

　3. 保証債務

(1) 日邦メタルテック株式会社のリース債務 47百万円

(2) 日邦メカトロニクス広島株式会社のリース債務 9百万円

(3) NK MECHATRONICS CO.,LTD.のリース債務 1百万円

(外貨501千タイバーツ)

(4) NIPPO MECHATRONICS (M) SDN.BHD.の割賦債務 57百万円

(外貨2,139千リンギット)

(5) NIPPO MECHATRONICS (M) SDN.BHD.のその他の債務 5百万円

(外貨190千リンギット)

(6) PT.NIPPO MECHATRONICS INDONESIAの仕入債務 11百万円

(外貨101千米ドル)
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　4. 関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短 期 金 銭 債 権 542百万円

短 期 金 銭 債 務 162百万円

　5. 土地の再評価

土地の再評価に関する法律(1998年３月31日公布法律第34号)及び土地の再評価

に関する法律の一部を改正する法律(2001年３月31日公布法律第19号)に基づき、

事業用の土地の再評価を行っております。

なお、評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(1999年３月31日公布法律第24号)に基づき、当該再評価に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(1998年３月31日公布政令第119号)第２条第

４号に定める地価税法(1991年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した

方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年３月31日

再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額

を記載しておりません。
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Ⅵ．損益計算書に関する注記

　1. 関係会社との取引高

売 上 高 1,928百万円

売 上 原 価 1,197百万円

販売費及び一般管理費 17百万円

営業取引以外の取引高 768百万円

　2. 事業整理損

当社連結子会社であるFNA MECHATRONICS MEXICO S.A.de.C.V.の製造事業の撤退

に伴い、メキシコでの製造事業を移管しましたが、その採算が見込めないことか

ら、固定資産の減損損失を270百万円計上し、特別損失の事業整理損に含めて計上

しております。

なお、その内訳は、固定資産の減損損失の他に繰上返済手数料59百万円、その

他費用17百万円です。

Ⅶ．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度
（期首）

増加 減少
当事業年度
（期末）

普通株式（千株） 19 0 － 19

(変動事由の概要)

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 0千株

Ⅷ．税効果会計に関する注記

1. 繰延税金資産の発生の主な原因は、貸倒引当金、繰越欠損金、減損損失及び退職

給付引当金等であります。

　2. 繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金等であります。
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Ⅸ．関連当事者に関する注記

子会社等

属性 名 称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社
日邦メカトロニクス
広島株式会社

直接
100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収

資金の貸付
(注１)

70 関係会社長期貸付金 695

子会社
FNA MECHATRONICS
MEXICO S.A. de C.V.

直接
100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収

資金の回収 1,022 関係会社長期貸付金 1,594

子会社
NIPPO

(HONG KONG) LTD.
直接

100.00％

当社製品の販売
当社部品の購入
資金の貸付・回収

資金の貸付
(注１)

－

関係会社短期貸付金 433

資金の回収 －

(注) 取引及び取引条件の決定方針等
１. 資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に利率を決定しております。
２. 上記取引以外に債務超過の子会社に対する引当金の当事業年度末残高は、貸倒引当金

1,674百万円であります。また、当事業年度において貸倒引当金繰入額701百万円計上して
おります。
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Ⅹ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 534円08銭

１株当たり当期純利益 40円19銭

Ⅺ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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